
別紙様式 基準日 2025 年 07 月 01 日

有料老人ホーム重要事項説明書

施設名 アリア護国寺

定員・室数 56 人　 ・ 　　 53 室

有料老人ホームの類型・表示事項

類 型 介護付（一般型）

居 住 の 権 利 形 態 利用権方式

利 用 料 の 支 払 方 式 選択方式

入 居 時 の 要 件 混合型（自立含む）

介 護 保 険 の 利 用 特定施設入居者生活介護（一般型）

居 室 区 分 定員１～２人（親族のみ対象）

介 護 に 関 わ る 職 員 体 制 2　：　1　以上

１　事業主体

名 称

法 人 等 の 種 別 営利法人

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ カブシキガイシャベネッセスタイルケア

名 称 株式会社ベネッセスタイルケア

主 た る 事 務 所 の 所 在 地
〒 163-0905

東京都新宿区西新宿二丁目 3 番 1 号　新宿モノリスビル

連 絡 先
電 話 番 号 03-6836-1111

フ ァ ッ ク ス 番 号 03-6836-1101

ホ ー ム ペ ー ジ http://www.benesse-style-care.co.jp/

代 表 者 職 氏 名 役職名 代表取締役 氏名 滝山　真也

設 立 年 月 日 1995 年 09 月 07 日

主 な 事 業 等 介護保険指定事業（訪問介護、通所介護他）、保育事業

事業主体が東京都内で実施する介護保険制度による指定介護サービス

介護サービスの種類 箇所数 主な事業所の名称 所在地

＜居宅サービス＞

訪問介護 28 ベネッセ介護センター江東
東京都江東区亀戸 6‐57‐20　亀戸
東口駅前ビル 4F

訪問入浴介護 なし

訪問看護 なし

訪問リハビリテーション なし

居宅療養管理指導 なし

通所介護 なし

通所リハビリテーション なし

短期入所生活介護 なし 　 　

短期入所療養介護 なし

特定施設入居者生活介護 140 メディカルホームグランダ目白・新宿 東京都新宿区下落合２－２２－２０

福祉用具貸与 なし 　 　

特定福祉用具販売 なし
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＜地域密着型サービス＞

定期巡回・随時訪問介護・看護 なし

夜間対応型訪問介護 なし

認知症対応型通所介護 なし

小規模多機能型居宅介護 なし

認知症対応型共同生活介護 1 くらら南大沢
東京都八王子市南大沢３丁目６番２
号

地域密着型特定施設入居者生活介護 なし

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 なし

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） なし

地域密着型通所介護 2 ベネッセデイサービスセンター三軒茶屋 東京都世田谷区太子堂 2-37-2

居宅介護支援 9 ベネッセ介護センター江東
東京都江東区亀戸 6‐57‐20　亀戸
東口駅前ビル 4F

＜居宅介護予防サービス＞

介護予防訪問入浴介護 なし

介護予防訪問看護 なし

介護予防訪問リハビリテーション なし

介護予防居宅療養管理指導 なし

介護予防通所リハビリテーション なし

介護予防短期入所生活介護 なし 　 　

介護予防短期入所療養介護 なし

介護予防特定施設入居者生活介護 134 メディカルホームグランダ目白・新宿 東京都新宿区下落合２－２２－２０

介護予防福祉用具貸与 なし 　 　

介護予防特定福祉用具販売 なし

＜地域密着型介護予防サービス＞

介護予防認知症対応型通所介護 なし

介護予防小規模多機能型居宅介護 なし

介護予防認知症対応型共同生活介護 1 くらら南大沢
東京都八王子市南大沢３丁目６番２
号

介護予防支援 1 杉並区地域包括支援センターケア２４高円寺
東京都杉並区高円寺南 4-26-16 ビク
トリアプラザ高円寺 4F

＜介護保険施設＞

介護老人福祉施設 なし

介護老人保健施設 なし

介護療養型医療施設 なし

介護医療院 なし
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２　事業所概要

名 称
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ アリアゴコクジ

名 称 アリア護国寺

所 在 地
〒 112-0015

東京都文京区目白台三丁目 28 番 10

連 絡 先
電 話 番 号 03-6912-2068

フ ァ ッ ク ス 番 号 03-6912-2069

ホ ー ム ペ ー ジ http://www.benesse-style-care.co.jp/

介 護 保 険 事 業 所 番 号 1370503870

管 理 者 職 氏 名 役職名 ホーム長 氏名 是枝　綾乃

事 業 開 始 年 月 日 2025 年 03 月 01 日

届 出 年 月 日 2023 年 12 月 26 日

届 出 上 の 開 設 年 月 日 2025 年 03 月 01 日

特定施設入居者生活介護
新規指定年月日（初回） 2025 年 03 月 01 日

指定の有効期間 2031 年 02 月 28 日 まで

介護予防
特定施設入居者生活介護

新規指定年月日（初回） 2025 年 03 月 01 日

指定の有効期間 2031 年 02 月 28 日 まで

事業所へのアクセス
東京メトロ有楽町線「護国寺駅」下車、徒歩 6 分（約 420 ｍ）

施設・設備等の状況

敷 地
権利形態 － 抵当権 なし

面　　積 5290.98 ㎡

建 物

権利形態 賃貸借 抵当権 なし

延床面積 9694.02 ㎡ うち有料老人ホーム分 3488.10 ㎡

竣工日 2025 年 1 月 24 日

階　　数
地上 5 階建　2 棟

うち有料老人ホーム分 地上 1～5 階の一部

構造 耐火建築物 建築物用途区分 老人ホーム

併設施設等 あり （ 学童保育等 ）

賃 貸 借 契 約 の 概 要 建物
契約期間 2025 年 01 月 31 日 ～ 2045 年 01 月 30 日

自動更新 あり （ 　 ）

居 室

階 定員 室数 面積

2 階 1 人 12 20.1 ㎡ ～30.4 ㎡

3 階 1 人 15 20.1 ㎡ ～37.9 ㎡

3 階 2 人 1 42.2 ㎡

4 階 1 人 14 20.1 ㎡ ～37.9 ㎡

4 階 2 人 2 42.2 ㎡ ～53.7 ㎡

5 階 1 人 9 20.1 ㎡ ～30.4 ㎡

一 時 介 護 室
階 定員 室数 面積

　階 　人 　 　

居 室 内 の 設 備 等

便 所 全室設置

洗 面 全室設置

浴 室 一部設置

冷暖房設備 全室設置

電話回線 全室設置 （ 電話機等設置各自、料金負担も各自 ）

テレビアンテナ端子 全室設置 （ テレビ等設置各自、放送契約と料金負担も各自 ）

共 同 便 所 7 箇所 （ 男女共用 ）

共 同 浴 室
個浴：4 大浴槽：0 機械浴：1

併設施設との共用 なし （ 　 ）

食 堂
兼用 なし （ 　 ）

併設施設との共用 なし （ 　 ）
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そ の 他 の 共 用 設 備 あり
機能訓練室、相談室、多目的室、健康管理室兼事務室、汚物処理
室 等

エ レ ベ ー タ ー あり 2 基

消 防 設 備 自動火災報知設備：　　あり 火災通報装置：　あり スプリンクラー：　　あり

緊 急 呼 出 装 置 居室：　　あり 便所：　　あり 浴室：　　あり 脱衣室：　　あり

３　従業者に関する事項 この項目の情報は、2025 年 7 月 1 日時点の情報です。

職種別の従業者の人数及びその勤務形態

①　有料老人ホームの職員の人数及びその勤務形態

実人数

職種

常勤 非常勤
合計

常勤換算人
数

兼務状況
専従 非専従 専従 非専従

管理者（施設長） 1 0 0 0 1 人 1.0

生活相談員 1 0 0 0 1 人 1.0 　

看護職員：直接雇用 2 0 3 0 5 人
6.1 　

看護職員：派遣 0 0 7 0 7 人

介護職員：直接雇用 16 0 6 0 22 人
20.0 　

介護職員：派遣 0 0 0 0 0 人

機能訓練指導員 1 0 0 0 1 人 1.0 　

計画作成担当者 1 0 0 0 1 人 1.0 　

栄養士 外部委託

調理員 外部委託

事務員 0 0 3 0 3 人 1.7 　

その他従業者 0 0 1 0 1 人 0.5 　

②　１週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数 40.0 時間

③－１　介護職員の資格

延べ人数

資　格

常勤 非常勤

専従 非専従 専従 非専従

介護福祉士 6 0 2 0

実務者研修 0 0 1 0

介護職員初任者研修 10 0 3 0

介護支援専門員 0 0 0 0

たん吸引等研修（不特定） 0 0 0 0

たん吸引等研修（特定） 0 0 0 0

資格なし 0 0 0 0

③－２　機能訓練指導員の資格

延べ人数

資　格

常勤 非常勤

専従 非専従 専従 非専従

理学療法士 1 0 0 0

作業療法士 0 0 0 0

言語聴覚士 0 0 0 0

看護師又は准看護師 0 0 0 0

柔道整復師 0 0 0 0

あん摩マッサージ指圧師 0 0 0 0

はり師又はきゅう師 0 0 0 0

③－３　管理者（施設長）の資格 ホームヘルパー 2 級

④　夜勤・宿直体制

配置職員数が最も少ない時間帯 20 時 00 分～翌 07 時 00 分

上記時間帯の職員配置数 介護職員 2 人以上 看護職員 1 人
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⑤　特定施設入居者生活介護の従業者の人数等 ①と同じのため記入省略

実人数

職種

常勤 非常勤
合計

常勤換算人
数

兼務状況
専従 非専従 専従 非専従

生活相談員

看護職員

介護職員

機能訓練指導員

計画作成担当者

⑤－１　介護職員の資格 ③－１と同じのため記入省略

延べ人数

資　格

常勤 非常勤

専従 非専従 専従 非専従

介護福祉士

実務者研修

介護職員初任者研修

介護支援専門員

たん吸引等研修（不特定）

たん吸引等研修（特定）

資格なし

⑤－２　機能訓練指導員の資格 ③－２と同じのため記入省略

延べ人数

資　格

常勤 非常勤

専従 非専従 専従 非専従

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

看護師又は准看護師

柔道整復師

あん摩マッサージ指圧師

はり師又はきゅう師

⑤－３　看護職員及び介護職員１人当たり（常勤換算）の利用者数 1.9 人

従業者の職種別・勤続年数別人数（本事業所における勤続年数）

職　種

勤続年数

看護職員 介護職員 生活相談員 機能訓練指導員 計画作成担当者

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

１年未満 2 10 16 6 1 0 1 0 1 0

１年以上３年未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３年以上５年未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５年以上 10 年未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 年以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 2 10 16 6 1 0 1 0 1 0

４　サービスの内容

提供するサービス

食事の提供サービス あり　（　　　　　　委託　　　　　　）

食事介助サービス あり

入浴介助サービス あり

排せつ介助サービス あり

口腔衛生管理サービス あり

居室の清掃・洗濯サービス等家事援助サービス あり

相談対応サービス あり

健康管理サービス（定期的な健康診断実施） あり

服薬管理サービス あり

金銭管理サービス なし
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定期的な安否
確認の方法

１日１回以上実施（定期的な巡回や介護サービス提供時）

施設で対応で
きる医療的ケ
アの内容

お客様の状態を確認させていただいた上で、入居可能かご相談させていただきます。

医療機関との連携・協力

協力医療機関

名称 医療法人社団　中央白報会　　白報会王子病院
所在地 東京都北区王子 2 丁目 14 番 13 号

協力の内容

入居者の病状の急変時等において相談対
応を行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

診療の求めがあった場合において診療を
行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

協力医療機関の医師は、ホームからの、利用者の健康管理等に関する相
談に応じます。また緊急時には、利用者が適切な治療、入院加療または
健康管理が受けられるよう、可能な限り、ホームからの相談に応じると
共に、他の近隣医療機関等の紹介に努めます。
利用者が協力医療機関を受診する場合には、利用者と医療機関の直接の
診療契約が必要です。(医療費は利用者負担)

協力医療機関

名称 医療法人社団　黎明会　　大塚クリニック
所在地 東京都豊島区大塚 3-34-6 南大塚エースビル 401

協力の内容

入居者の病状の急変時等において相談対
応を行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

診療の求めがあった場合において診療を
行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

協力医療機関の医師は、ホームからの、利用者の健康管理等に関する相
談に応じます。また緊急時には、利用者が適切な治療、入院加療または
健康管理が受けられるよう、可能な限り、ホームからの相談に応じると
共に、他の近隣医療機関等の紹介に努めます。
利用者が協力医療機関を受診する場合には、利用者と医療機関の直接の
診療契約が必要です。(医療費は利用者負担)

協力医療機関

名称 医療法人社団鉄祐会　　祐ホームクリニック荒川
所在地 東京都荒川区西尾久 7 丁目 17-9 レルム城北 101 号室

協力の内容

入居者の病状の急変時等において相談対
応を行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

診療の求めがあった場合において診療を
行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

協力医療機関の医師は、ホームからの、利用者の健康管理等に関する相
談に応じます。また緊急時には、利用者が適切な治療、入院加療または
健康管理が受けられるよう、可能な限り、ホームからの相談に応じると
共に、他の近隣医療機関等の紹介に努めます。
利用者が協力医療機関を受診する場合には、利用者と医療機関の直接の
診療契約が必要です。(医療費は利用者負担)

協力医療機関

名称 医療法人社団創福会　　ふくろうクリニック目白台
所在地 東京都文京区目白台 3-28-10 Tonowa Garden 目白台　1 階

協力の内容

入居者の病状の急変時等において相談対
応を行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

診療の求めがあった場合において診療を
行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

協力医療機関の医師は、ホームからの、利用者の健康管理等に関する相
談に応じます。また緊急時には、利用者が適切な治療、入院加療または
健康管理が受けられるよう、可能な限り、ホームからの相談に応じると
共に、他の近隣医療機関等の紹介に努めます。
利用者が協力医療機関を受診する場合には、利用者と医療機関の直接の
診療契約が必要です。(医療費は利用者負担)

協力医療機関

名称 東京逓信病院
所在地 東京都千代田区富士見二丁目 14 番 23 号

協力の内容

入居者の病状の急変時等において相談対
応を行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

診療の求めがあった場合において診療を
行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

協力医療機関は、ホームの要請に応じて、利用者の入院・外来受診の受
入れを行います。ただし、受入れの可否、時期、条件等については、利
用者の身体状況や協力医療機関の診療体制、混雑状況等に応じての対応
となります。
利用者が協力医療機関を受診する場合には、利用者と医療機関の直接の
診療契約が必要です。(医療費は利用者負担)
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協力医療機関

名称 独立行政法人　地域医療機能推進機構　　東京新宿メディカルセンター
所在地 東京都新宿区津久戸町 5-1

協力の内容

入居者の病状の急変時等において相談対
応を行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

診療の求めがあった場合において診療を
行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

協力医療機関は、ホームの要請に応じて、利用者の入院・外来受診の受
入れを行います。ただし、受入れの可否、時期、条件等については、利
用者の身体状況や協力医療機関の診療体制、混雑状況等に応じての対応
となります。
利用者が協力医療機関を受診する場合には、利用者と医療機関の直接の
診療契約が必要です。(医療費は利用者負担)

協力医療機関

名称 地方独立行政法人　　東京都健康長寿医療センター
所在地 東京都板橋区栄町 35 番 2

協力の内容

入居者の病状の急変時等において相談対
応を行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

診療の求めがあった場合において診療を
行う体制を常時確保

１　あり　　２　なし

協力医療機関は、ホームの要請に応じて、利用者の入院・外来受診の受
入れを行います。ただし、受入れの可否、時期、条件等については、利
用者の身体状況や協力医療機関の診療体制、混雑状況等に応じての対応
となります。
利用者が協力医療機関を受診する場合には、利用者と医療機関の直接の
診療契約が必要です。(医療費は利用者負担)

協力歯科医療機関

名称 なし
所在地 　

協力の内容 　

介護保険加算サービス等

個別機能訓練加算 なし

夜間看護体制加算 あり(Ⅰ)

看取り介護加算 あり(Ⅱ)

協力医療機関連携加算 あり

認知症専門ケア加算 なし

サービス提供体制強化加算　※ なし

介護職員等処遇改善加算
（特定施設入居者生活介護）

あり(Ⅱ)

介護職員等処遇改善加算
（介護予防特定施設入居者生活介護）

あり(Ⅱ)

入居継続支援加算　※ なし

生活機能向上連携加算 なし

若年性認知症入居者受入加算 あり

ADL 維持等加算（申出）の有無 なし

科学的介護推進体制加算 なし

高齢者施設等感染対策向上加算 なし

生産性向上推進体制加算 なし

口腔・栄養スクリーニング加算 なし

退院・退所時連携加算 あり

退居時情報提供加算 あり

人員配置が手厚い介護サービスの実施 あり

短期利用特定施設入居者生活介護の算定 不可

※入居継続支援加算とサービス提供体制強化加算の両方を算定できる場合、要介護の方は「入居継続支援加算」を適用し、要支援の方には

「サービス提供体制強化加算」を適用します。

利用者の個別的な選択によるサービス提供 あり

運営懇談会の開催 あり （ 年 1 回予定）

入居者の人数が少ないなどのため実施しない場合の代替措置

自費によるショートステイ事業 あり
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入居に当たっての留意事項

入居の条件

年齢 契約締結時に原則満６５歳以上

要介護度 入居時自立・要支援・要介護の方

医療的ケア
お客様の状態を確認させていただいた上で、入居可能かご相談させていた
だきます。

認知症
お客様の状態を確認させていただいた上で、入居可能かご相談させていた
だきます。

その他
お客様の状態を確認させていただいた上で、入居可能かご相談させていた
だきます。

身元引受人等の条件、
義務等

・利用者には保証人を１名定めていただきます。保証人は個人とします。
・当ホームの利用契約から生ずる、利用者のすべての債務の連帯保証

（但し、保証人が利用者と連帯して保証する金額には、限度額を定めています。詳細に
ついては、利用契約書を参照願います。）
・利用契約終了時の利用者の身柄引取り
・介護サービス提供計画書（生活プラン）への同意の協力
・利用者の治療、入院に関する手配の協力
・利用者の治療等に関して、医療機関から医療同意を求められ、利用者がその意思を
示すことができない場合、利用者に代わってその対応および手続きを行うこと
・利用契約終了時に利用者が生存していない場合の、返還金等の返還先口座の指定　等
※保証人が上記義務の履行が困難になった場合には、利用者は新たな保証人を速やか
に選定し、ベネッセスタイルケアに通知します。

体験入居

利用期間 6 泊 7 日

利用料金 77,000 円（税込）

その他

※「６泊７日」の定額料金です。
※介護保険は適用されません。
※上記料金には食費、水光熱費、介護サービス費（ただし、個別の要望に
基づく外出同行等を除く。）が含まれます。

入院時の契約の取扱い

・疾病・負傷等により治療が必要となった場合には、利用者の意思を確認し、保証人
の同意を得て、協力医療機関、近隣の診療所等の受診に協力します。協力医療機関以
外の受診・治療は、原則、ご利用者・ご家族にてご対応をお願いいたします。
　※医療費は利用者の負担となります。
・入院治療を必要とする場合は、利用者の意思を確認し、保証人の同意を得て、医師
の判断／指示により、近隣病院への入院の協力をいたします。入院による不在が６ヶ
月（入居金型契約の場合）または３ヶ月（月額支払型契約の場合）を超えた場合には、
契約維持について、ホームよりご利用者／ご家族にご相談させていただきます。
　※医療費は利用者の負担となります。
　※入院期間における利用料の取扱いについては、「２泊３日以上の不在時の扱い」に
準じます。
・夜間・緊急時の対応については、ホーム利用開始時に、「夜間・緊急時対応確認書」
を作成、ご提出いただき、連絡先・対応方法を確認します。
　※ホームでは、あくまで「人命尊重」の原則に従って緊急時対応を行います。ご家
族への連絡がつかなかった場合、ご家族からの指示をいただかないうちに、救急処置、
緊急入院・手術などの医療処置におよぶ場合があります。

高齢者虐待防止のための
取組の状況

指針の整備 あり

虐待防止対策検討委員会の定期的な開催 （年 1 回）

定期的な研修の実施 （年 2 回）

担当者の役職名 ホーム長
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身体的拘束等の適正化の
ための取組の状況

指針の整備 あり

身体的拘束等適正化検討委員会の開催 （年 4 回）

定期的な研修の実施 （年 2 回）

緊急やむを得ない場合に、家族等に説明を行った上で、身体的拘束その他
の入居者の行動を制限する行為（身体的拘束等）を行う場合があること

あり

身体的拘束を行う場合の様態及び時間、入居者の状況並びに緊急やむを得
ない場合の理由の記録

あり

やむを得ず身体拘
束を行う場合の手
続

ホームは、サービスの提供にあたっては、利用者の生命または身
体を保護するため、切迫性・非代替性・一時性の３つの要件すべ
てを満たす緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者
の行動を制限する行為を行いません。ただし、緊急やむを得ず身
体拘束を行う場合は、本人またはご家族に十分説明を行い、確認
書を取り交わします。その態様および時間、その際の利用者の心
身状況、緊急やむを得なかった理由を記録し、ご家族等の要求が
ある場合および行政機関等の指示等がある場合には、開示します。
なお、3 つの要件のいずれかを満たさなくなった場合には、身体拘
束・その他利用者の行動を制限する行為を解除いたします。
また、身体拘束廃止・虐待防止のために以下の取り組みを実施し
ています。
・虐待防止の責任者をホーム長とします
・苦情解決体制の整備
・職員会議にて、定期的に虐待防止のための啓発・周知
・身体拘束廃止のための指針の策定
・マニュアルの整備
・法令の定めに基づく研修の実施
・法令の定めに基づく「身体拘束廃止・虐待防止委員会」の開催
・虐待が発生した場合、直ちに必要な措置を講じるとともに、保
証人または利用者のご家族、および行政機関への速やかな報告

業務継続計画の策定状況
等

感染症に関する業務継続計画 あり

災害に関する業務継続計画 あり

職員に対する周知の実施 あり

定期的な研修の実施 （年 2 回）

定期的な訓練の実施 （年 2 回）

定期的な業務継続計画の見直し あり
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事業者からの契約解除

【ベネッセスタイルケアからの解約】
次の事由に該当する場合には、ベネッセスタイルケアは、少なくとも３ヶ月前に利用者
および保証人に対して理由を示した書面により解約を申し入れることにより、本契約を
解約することができます。この場合、ベネッセスタイルケアは、利用者および保証人に
対して説明および協議の場を設けるものとします。
①利用者が、利用料その他の支払いを１ヶ月以上滞納したとき
②利用契約「禁止または制限される行為」の規定のいずれかに違反したとき
③保証人が利用契約「保証人」の規定を遵守しなかったとき
④利用者が、重篤な感染症にかかり、または保持し、利用者に対する通常の介護方法で
は感染を防止することができないとき
⑤利用者、保証人または利用者の家族・その他関係者が、ベネッセスタイルケアの事業
運営に支障を及ぼしたとき
⑥利用者が、医療施設への恒常的な入院入所を要する状態となるなど、本施設において
利用者に対する適切な本件サービスの提供が困難であると合理的に判断されるとき
⑦利用者が本施設を不在にする期間が連続して６ヶ月（月額支払型契約の場合は３ヶ
月）を超え、本施設への復帰が困難、あるいは利用者に復帰の意思がないと合理的に判
断されるとき
⑧天災、法令の改変、その他やむを得ない事情により施設を閉鎖または縮小するとき
⑨利用者・保証人または利用者の家族が、ベネッセスタイルケアまたはその従業員ある
いは他の利用者に対して、本契約を継続し難いほどの背信行為を行ったとき
※上記に関わらず、利用者、保証人または利用者の家族・その他関係者の言動および要
望等が以下のいずれかに該当する場合には、ベネッセスタイルケアは、３ヶ月前に理由
を示した書面による申し入れをせずに、また、利用者および保証人に対して説明および
協議の場を設けずに、解約することができます。
・利用者自身、他の利用者またはベネッセスタイルケアの従業員の心身、生命または財
産に危害を及ぼすおそれがあるとき
・利用者自身、他の利用者への本件サービスの提供に著しく悪影響を及ぼすとき
・ベネッセスタイルケアの事業運営に重大な支障を及ぼしたとき

【契約の自動終了】
次の事由に該当する場合には、本契約は自動的に終了します。
・利用者が死亡したとき

要介護時における居室の住み替えに関する事項

一時介護室への移動 なし

判断基準・手続 　

利用料金の変更 　

前払金の調整 　

従前居室との仕様の
変更

　

その他の居室への移動 なし

判断基準・手続 　

利用料金の変更 　

前払金の調整 　

従前居室との仕様の
変更

　

提携ホーム等への転居 なし

判断基準・手続 　

利用料金の変更 　

前払金の調整 　

従前居室との仕様の
変更

　

苦情対応窓口

窓口の名称　 アリア護国寺苦情受付担当：ホーム長

電話番号 03-6912-2068

対応時間 09:30-17:00

窓口の名称　 (株)ベネッセスタイルケア　ご意見受付窓口

電話番号 0120-251-662

対応時間 09:30-18:00　（平日）
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窓口の名称　 東京都　国民健康保険団体連合会

電話番号 03-6238-0177

対応時間 09:00-17:00　（平日）

賠償責任保険の加入 あり 保険の名称： 三井住友海上福祉事業者総合賠償責任保険

利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等

アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組 あり

東京都福祉サービス第三者評価の実施 なし 結果の公表 なし

その他機関による第三者評価の実施 なし 結果の公表 なし

５　入居者 この項目の情報は、2025 年 7 月の情報です。

介護度別・年齢別入居者数 平均年齢： 87.4 歳 入居者数合計： 47 人

年齢 介護度 自立・その他 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

６５歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0

６５歳以上７５歳未満 0 0 0 1 0 1 0 0

７５歳以上８５歳未満 2 5 0 1 0 2 1 0

８５歳以上 2 6 2 8 8 3 4 1

合計 4 11 2 10 8 6 5 1

入居継続期間別入居者数

入居期間 6 月未満
6 月以上
1 年未満

1 年以上
5 年未満

5 年以上
10 年未満

10 年以上
15 年未満

15 年以上 合計

入居者数 47 0 0 0 0 0 47

男女別入居者数 男性： 15 人 女性： 32 人

入居率（一時的に不在となっている者を含む。） 83.9％（定員に対する入居者数）

直近１年間に退去した者の人数と理由

理由 人数 理由 人数

自宅・家族同居 0
その他の福祉施設・高齢者住
宅等へ転居

0

介護老人福祉施設（特別養護
老人ホーム）へ転居

0 医療機関への入院 0

介護老人保健施設へ転居 0 死亡 4

介護療養型医療施設へ転居 0 その他 0

他の有料老人ホームへ転居 1 退去者数合計 5

６　利用料金

入居準備費用 なし 円

内訳・明細

支払日・支払方法

解約時の返還

敷金 あり ※入居金型契約をご選択いただいた場合、敷金をお支払いいただく必要はございません。

金額 3,850,800～5,000,000 円
(非課税)

※保全対象外

※退去時に利用料、原状回復費用その他当社に
対する不払いが存在する場合、当該不払いの額
を控除した金額を除き全額返還する。
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家賃及びサービスの対価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

プランの名称
前払金

（満 75 歳以上 91 歳未

満）

月額利用料
（内訳）

家賃 管理費 介護費用 食費 光熱水費

A1 タイプ　入居金型契
約_a

30,000,000 357,250 63,000 123,640 99,000 71,610 ―

A1 タイプ　入居金型契
約_基本

31,800,000 327,250 33,000 123,640 99,000 71,610 ―

A1 タイプ　入居金型契
約_b

33,780,000 294,250 0 123,640 99,000 71,610 ―

A2 タイプ　入居金型契
約_a

31,000,000 357,250 63,000 123,640 99,000 71,610 ―

A2 タイプ　入居金型契
約_基本

32,800,000 327,250 33,000 123,640 99,000 71,610 ―

A2 タイプ　入居金型契
約_b

34,780,000 294,250 0 123,640 99,000 71,610 ―

A3 タイプ　入居金型契
約_a

32,000,000 357,250 63,000 123,640 99,000 71,610 ―

A3 タイプ　入居金型契
約_基本

33,800,000 327,250 33,000 123,640 99,000 71,610 ―

A3 タイプ　入居金型契
約_b

35,780,000 294,250 0 123,640 99,000 71,610 ―

A4 タイプ　入居金型契
約_a

37,500,000 382,950 78,800 133,540 99,000 71,610 ―

A4 タイプ　入居金型契
約_基本

39,900,000 342,950 38,800 133,540 99,000 71,610 ―

A4 タイプ　入居金型契
約_b

42,228,000 304,150 0 133,540 99,000 71,610 ―

A5 タイプ　入居金型契
約_a

38,500,000 382,950 78,800 133,540 99,000 71,610 ―

A5 タイプ　入居金型契
約_基本

40,900,000 342,950 38,800 133,540 99,000 71,610 ―

A5 タイプ　入居金型契
約_b

43,228,000 304,150 0 133,540 99,000 71,610 ―

A6 タイプ　入居金型契
約_a

39,500,000 382,950 78,800 133,540 99,000 71,610 ―

A6 タイプ　入居金型契
約_基本

41,900,000 342,950 38,800 133,540 99,000 71,610 ―

A6 タイプ　入居金型契
約_b

44,228,000 304,150 0 133,540 99,000 71,610 ―

A7 タイプ　入居金型契
約_a

45,000,000 408,550 94,500 143,440 99,000 71,610 ―

A7 タイプ　入居金型契
約_基本

48,000,000 358,550 44,500 143,440 99,000 71,610 ―

A7 タイプ　入居金型契
約_b

50,670,000 314,050 0 143,440 99,000 71,610 ―

A8 タイプ　入居金型契
約_a

46,500,000 408,550 94,500 143,440 99,000 71,610 ―

A8 タイプ　入居金型契
約_基本

49,500,000 358,550 44,500 143,440 99,000 71,610 ―

A8 タイプ　入居金型契
約_b

52,170,000 314,050 0 143,440 99,000 71,610 ―

A9 タイプ　入居金型契
約_a

48,000,000 408,550 94,500 143,440 99,000 71,610 ―
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プランの名称
前払金

（満 75 歳以上 91 歳未

満）

月額利用料
（内訳）

家賃 管理費 介護費用 食費 光熱水費

A9 タイプ　入居金型契
約_基本

51,000,000 358,550 44,500 143,440 99,000 71,610 ―

A9 タイプ　入居金型契
約_b

53,670,000 314,050 0 143,440 99,000 71,610 ―

A10 タイプ　入居金型契
約_a

55,500,000 444,400 116,600 157,190 99,000 71,610 ―

A10 タイプ　入居金型契
約_基本

59,100,000 384,400 56,600 157,190 99,000 71,610 ―

A10 タイプ　入居金型契
約_b

62,496,000 327,800 0 157,190 99,000 71,610 ―

A11 タイプ　入居金型契
約_a

57,500,000 444,400 116,600 157,190 99,000 71,610 ―

A11 タイプ　入居金型契
約_基本

61,100,000 384,400 56,600 157,190 99,000 71,610 ―

A11 タイプ　入居金型契
約_b

64,496,000 327,800 0 157,190 99,000 71,610 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_a（1 名利用）

63,000,000 495,190 132,300 192,280 99,000 71,610 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_基本（1 名利用）

67,200,000 425,190 62,300 192,280 99,000 71,610 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_b（1 名利用）

70,938,000 362,890 0 192,280 99,000 71,610 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_a（2 名利用）

63,000,000 761,940 132,300 288,420 198,000 143,220 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_基本（2 名利用）

67,200,000 691,940 62,300 288,420 198,000 143,220 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_b（2 名利用）

70,938,000 629,640 0 288,420 198,000 143,220 ―

B2 タイプ　入居金型契
約_a（1 名利用）

79,500,000 551,670 167,000 214,060 99,000 71,610 ―

B2 タイプ　入居金型契
約_基本（1 名利用）

84,300,000 471,670 87,000 214,060 99,000 71,610 ―

B2 タイプ　入居金型契
約_b（1 名利用）

89,520,000 384,670 0 214,060 99,000 71,610 ―

B2 タイプ　入居金型契
約_a（2 名利用）

79,500,000 829,310 167,000 321,090 198,000 143,220 ―

B2 タイプ　入居金型契
約_基本（2 名利用）

84,300,000 749,310 87,000 321,090 198,000 143,220 ―

B2 タイプ　入居金型契
約_b（2 名利用）

89,520,000 662,310 0 321,090 198,000 143,220 ―

A1 タイプ 月額支払型契
約

0 936,050 641,800 123,640 99,000 71,610 ―

A2 タイプ 月額支払型契
約

0 955,050 660,800 123,640 99,000 71,610 ―

A3 タイプ 月額支払型契
約

0 974,050 679,800 123,640 99,000 71,610 ―

A4 タイプ 月額支払型契
約

0 1,106,450 802,300 133,540 99,000 71,610 ―

A5 タイプ 月額支払型契
約

0 1,125,450 821,300 133,540 99,000 71,610 ―
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プランの名称
前払金

（満 75 歳以上 91 歳未

満）

月額利用料
（内訳）

家賃 管理費 介護費用 食費 光熱水費

A6 タイプ 月額支払型契
約

0 1,144,450 840,300 133,540 99,000 71,610 ―

A7 タイプ 月額支払型契
約

0 1,276,750 962,700 143,440 99,000 71,610 ―

A8 タイプ 月額支払型契
約

0 1,305,250 991,200 143,440 99,000 71,610 ―

A9 タイプ 月額支払型契
約

0 1,333,750 1,019,700 143,440 99,000 71,610 ―

A10 タイプ 月額支払型
契約

0 1,515,200 1,187,400 157,190 99,000 71,610 ―

A11 タイプ 月額支払型
契約

0 1,553,200 1,225,400 157,190 99,000 71,610 ―

B1 タイプ 月額支払型契
約（1 名利用）

0 1,710,690 1,347,800 192,280 99,000 71,610 ―

B1 タイプ 月額支払型契
約（2 名利用）

0 1,977,440 1,347,800 288,420 198,000 143,220 ―

B2 タイプ 月額支払型契
約（1 名利用）

0 2,085,470 1,700,800 214,060 99,000 71,610 ―

B2 タイプ 月額支払型契
約（2 名利用）

0 2,363,110 1,700,800 321,090 198,000 143,220 ―

プランの名称
前払金

（満 91 歳以上）
月額利用料

（内訳）

家賃 管理費 介護費用 食費 光熱水費

A1 タイプ　入居金型契
約_基本

19,080,000 327,250 33,000 123,640 99,000 71,610 ―

A2 タイプ　入居金型契
約_基本

19,680,000 327,250 33,000 123,640 99,000 71,610 ―

A3 タイプ　入居金型契
約_基本

20,280,000 327,250 33,000 123,640 99,000 71,610 ―

A4 タイプ　入居金型契
約_基本

23,940,000 342,950 38,800 133,540 99,000 71,610 ―

A5 タイプ　入居金型契
約_基本

24,540,000 342,950 38,800 133,540 99,000 71,610 ―

A6 タイプ　入居金型契
約_基本

25,140,000 342,950 38,800 133,540 99,000 71,610 ―

A7 タイプ　入居金型契
約_基本

28,800,000 358,550 44,500 143,440 99,000 71,610 ―

A8 タイプ　入居金型契
約_基本

29,700,000 358,550 44,500 143,440 99,000 71,610 ―

A9 タイプ　入居金型契
約_基本

30,600,000 358,550 44,500 143,440 99,000 71,610 ―

A10 タイプ　入居金型契
約_基本

35,460,000 384,400 56,600 157,190 99,000 71,610 ―

A11 タイプ　入居金型契
約_基本

36,660,000 384,400 56,600 157,190 99,000 71,610 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_基本（1 名利用）

40,320,000 425,190 62,300 192,280 99,000 71,610 ―

B1 タイプ　入居金型契
約_基本（2 名利用）

40,320,000 691,940 62,300 288,420 198,000 143,220 ―

B2 タイプ　入居金型契
約_基本（1 名利用）

50,580,000 471,670 87,000 214,060 99,000 71,610 ―
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プランの名称
前払金

（満 91 歳以上）
月額利用料

（内訳）

家賃 管理費 介護費用 食費 光熱水費

B2 タイプ　入居金型契
約_基本（2 名利用）

50,580,000 749,310 87,000 321,090 198,000 143,220 ―

月額支払型契約につきましては、年齢別の設定はございません。満 75 歳以上 91 歳未満の料金表をご参照ください。

各
料
金
の
内
訳
・
明
細

前払金

【入居金】
・入居金は居室および共用施設の家賃相当額です。
※家賃相当額は、入居金のほか、月額施設利用料としても設定している場合があります。
※面積や眺望等により、家賃相当額が異なる居室が設定されている場合があります。
※ホームによっては A タイプ居室（定員 1 名）、B タイプ居室（定員 2 名）が設置されている場合が
あります。
＜入居金の算定方法＞ 入居金は、以下の算定式に則って算定しております。
①入居金（家賃相当額）
＝②1 か月分の家賃相当額×③想定居住期間＊1
＋④想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えてベネッセスタイルケアが受領する額＊2
＊1 当社既存ホームの実績を元に統計的に算定し、満 75 歳以上 91 歳未満の場合に適用される標準入
居金の場合は 60 ヶ月（満 91 歳以上の方に適用される標準入居金の場合は 36 ヶ月）と設定しており
ます。
＊2 想定居住期間を超えて入居が継続している場合に必要な家賃相当額として算定し、標準入居金の
30％としております。

※A1 タイプ入居金型契約_基本の場合(満 75 歳以上 91 歳未満の場合に適用される標準入居金)
① 31,800,000 円
②（ 1 ヶ月目）371,000 円
②（ 2 ヶ月目～ 60 ヶ月目）371,000 円
③ 60 ヶ月
④（①× 30%） 9,540,000 円

※利用開始日における利用者の満年齢が 75 歳未満の場合
満 75 歳以上 91 歳未満の場合に適用される標準入居金に以下の金額を加算した金額を適用します。
・月次償却額に、利用開始日から起算して、利用者の満 75 歳の誕生日までの月数（1 ヶ月未満は 1
ヶ月に切り上げ。）を乗じた額

家賃

【入居金型の家賃相当額】
居室および共用施設の家賃相当額で、近隣相場を勘案し設定しています。

【月額支払型の家賃相当額】
当社における入居金型契約と月額支払型契約における退去率と一定期間の空室発生や一入居者当た
りの販売管理費、原状回復費用等を踏まえて、長期にわたって安定的な経営ができるように設定して
おります。

管理費 フロントサービス、施設の維持・管理費、水光熱費、厨房運営費等

介護費用

①上乗せ介護費用：当ホームでは要介護者・要支援者２名に対し、常勤換算１名以上の職員体制（週
40.0 時間換算）をとっているほか、看護職員を２４時間配置しています。この介護保険給付の基準を
上回る人員体制分の料金として算出した額としています。
②要介護認定が自立の場合：「自立者生活支援費用」が適用になります。（この場合、上乗せ介護費用
はいただきません。）
自立者生活支援費用　121,000 円
※介護保険サービスの自己負担額は含まれていません。

食費

【食材費】
1 日 2,387 円、30 日で計算した場合、1 人あたり 71,610 円です。

（内訳：朝食 572 円、昼食 792 円、夕食 1,023 円）
なお、所定の期限までに欠食の届けをした場合は、1 食単位で料金をいただきません。

上記の「朝食、昼食、夕食」の食材費について、消費税法等が定める条件を満たす場合に軽減税率を
適用しています。

光熱水費 管理費に含みます。
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前払金の取扱い

支払日・
支払方法

利用契約締結時にお支払いいただきます。
※請求書記載の金融機関口座へのお振込みとなります。お振込みは、利用者または保証人の名義
とし、振込手数料は、利用者の負担となります。
※お振込みについては、本店（本社）の所在地が日本国内であって、かつ、日本国内の支店の金
融機関口座のご使用をお願いいたします。

（上記以外の金融機関口座による対応はいたしかねます）
※金融機関の振込依頼書等の控えをもって、ベネッセスタイルケアの預り証等に代えさせていた
だきますので、お振込み時の振込依頼書等の控えを、大切に保管いただきますようお願いいたし
ます。

償却開始日 利用開始日

返還対象とし
ない額

9,000,000～26,856,000 円　※満 75 歳以上 91 歳未満の方に適用される標準入居金の場合

5,724,000～15,174,000 円　※満 91 歳以上の方に適用される標準入居金の場合

位置づけ
想定居住期間内に退去した場合、想定居住期間を超えて入居継続した入居者の家
賃等に充当

契約終了時の
返還金の算定
方式

利用者の年齢にかかわらず、契約終了日が償却期間を経過していない場合には、月次償却額に、
「残月数（※）」を乗じた金額を返還します。このとき、利用契約または償却期間が月途中で終了
する場合には、当該月における未償却日数分の返還額（月次償却額を３０で除した日割り計算に
て算出）と合計して返還します。
当該返還金は、契約終了日と居室の明渡し完了日との、いずれか遅い日が属する月の翌々月末日
までに、金融機関口座への振込みにより利用者に返還します。
入居金の償却が完了し、入居金残高がない場合には、返還金はありません。
また、追加の入居金を支払う必要もありません。
※「残月数」は、償却期間から利用開始日が属する月から起算して契約が終了または解約された
日が属する月までの月数を減じた月数を指します。ただし、その計算結果が０以下となる場合、
残月数は０とします。

短期解約（死
亡退去含む）
の返還金の算
定方式

期間：3 ヶ月 起算日：利用開始日

利用開始日から３ヶ月以内に契約が終了した場合、入居金全額を利用者に返還します。この場
合、月額施設利用料、有料サービスの対価のほか、利用契約に定める「本契約が３ヶ月以内に終
了した場合の家賃相当額」に「利用開始日から契約終了日までの日数」を乗じて算出した金額を
お支払いただきます。

※利用契約が３ヶ月以内に終了した場合の家賃相当額（日額）：
　11,667～34,813 円

＊当該家賃相当額の支払いは、入居金の返還と相殺して行います。

返還期限

契約終了日と居室の明渡し完了日との、いずれか遅い日が属する月の翌々月末日までに、金融機
関口座への振込みにより返還します。返還金支払い時に利用者が生存している場合には、利用者
に返還します。また、返還金支払い時に利用者が生存していない場合には、保証人の指定する金
融機関口座に返還金を振込むことで返還します。

保全措置 あり 保全先：株式会社中国銀行

その他留意事項 入居金は非課税です。

月額利用料の取扱い

支払日・
支払方法

前月の利用に係る料金その他精算を必要とする費用に関する請求書を毎月 15 日までに送付しま
す。自動振替の場合は当月 26 日にご指定いただいた金融機関口座（法人名義の口座はご指定い
ただけません。）より引き落とし、お振込みの場合は当月 26 日までに指定口座にお振込み願いま
す。
※26 日が金融機関の休業日の場合は翌営業日
※自動振替またはお振込みについては、本店（本社）の所在地が日本国内であって、かつ、日本
国内の支店の金融機関口座のご使用をお願いいたします。

（上記以外の金融機関口座による対応はいたしかねます）
※金融機関口座からの自動振替は収納代行会社を通じて行います。収納代行会社の都合上、一部
ご使用いただけない金融機関もあります。
※金融機関口座からの自動振替を選択した場合も、金融機関での手続が完了するまでの１～２ヶ
月間は金融機関口座へのお振込みとなります。

その他留意事項
家賃相当額は非課税、それ以外は消費税対象となります。
＊月途中に利用契約が開始もしくは終了した場合、当該月の共通費用は、1 ヶ月を 30 日とする日
割り計算にて算出します。
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介護保険サービスの自己負担額

介護保険の「負担割合証」に記載されている自己負担割合に基づき計算された金額を請求いたします。(単位:円、非課税)

本項目に記載の金額には「介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）」（各単位に 12.8％を乗じた単位数を元に算定した金額）が含ま
れています。

本表の地域区分：1 級地、単価：10.90 円

【基本単位】

要介護
（要支援）
認定結果

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分
１割の場合

（日額） （３０日の場合）
小数第２位まで表示 小数第３位まで表示

要支援１ 2,245.40 224.540 6,751
要支援２ 3,847.70 384.770 11,546
要介護１ 6,659.90 665.990 19,992
要介護２ 7,488.30 748.830 22,464
要介護３ 8,349.40 834.940 25,045
要介護４ 9,145.10 914.510 27,443
要介護５ 9,995.30 999.530 29,988

【加算】

●夜間看護体制加算

・要介護１～５については、常勤看護師１名以上を配置し、看護職員等により 24 時間連絡が取れる体制を確保して
いる等の厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合には、「夜間看護体制加算」として、次の額が加算されま
す。

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分
１割の場合

（日額） （３０日の場合）
小数第２位まで表示 小数第３位まで表示

夜間看護体制加算（Ⅰ） 218.00 21.800 664
夜間看護体制加算（Ⅱ） 109.00 10.900 333

●個別機能訓練加算

・個別機能訓練加算（Ⅰ）：要支援１～要介護５については、常勤専従の機能訓練指導員を配置し、利用者ごとに個
別機能訓練計画を作成して計画的に機能訓練を行っている等の厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合に
は、「個別機能訓練加算（Ⅰ）」として、次の額が加算されます。

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分
１割の場合

（日額） （３０日の場合）
小数第２位まで表示 小数第３位まで表示

個別機能訓練加算（Ⅰ） 152.60 15.260 443

・個別機能訓練加算（Ⅱ）：要支援１～要介護５については、個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している場合であっ
て、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって、当該情報その他
機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合には、 1 月につき、 「個別機能訓練加算(Ⅱ)」
として次の額が加算されます。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
１割の場合

小数第２位まで表示
個別機能訓練加算（Ⅱ） 250.70 25
※個別機能訓練加算については、（Ⅰ）（Ⅱ）の加算を同時に算定することが可能です。

●生活機能向上連携加算

・生活機能向上連携加算（Ⅰ）：要支援１～要介護５については、訪問・通所リハビリテーション等の理学療法士・
作業療法士・言語聴覚士、又は医師の助言に基づき、機能訓練指導員等と共同して、利用者ごとに個別機能訓練計
画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練をおこなっている等の厚生労働大臣が定める基準を満たしてい
る場合には、「生活機能向上連携加算（Ⅰ）」として、次の額が加算されます。
※ただし、加算の算定は３月に１回を限度とします。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
1 割の場合

小数第２位まで表示

生活機能向上連携加算（Ⅰ） 1,231.70 124
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・生活機能向上連携加算（Ⅱ）：要支援１～要介護５については、訪問・通所リハビリテーション等の理学療法士・
作業療法士・言語聴覚士、又は医師が、本施設を訪問し、機能訓練指導員等と共同して、利用者ごとに個別機能訓
練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練をおこなっている等の厚生労働大臣が定める基準を満たし
ている場合には、「生活機能向上連携加算（Ⅱ）」として、次の額が加算されます。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
1 割の場合

小数第２位まで表示

生活機能向上連携加算（Ⅱ） 2,463.40 247

※個別機能訓練加算を算定している場合 1,231.70 124

●サービス提供体制強化加算

・要支援１～要介護５については、事業所における職員体制（※）が、以下（Ⅰ）～（Ⅲ）の基準ほか、厚生労働
大臣の定める基準を満たしている場合には、「サービス提供体制強化加算」として、次のいずれかの額が加算されま
す。
（Ⅰ）：介護職員のうち、介護福祉士の占める割合が 70％以上または
　　　介護職員のうち、勤続年数 10 年以上の介護福祉士の占める割合が 25％以上

（Ⅱ）：介護職員のうち、介護福祉士の占める割合が 60％以上
（Ⅲ）：介護職員のうち、介護福祉士の占める割合が 50％以上または
　　　看護・介護職員のうち、常勤職員の占める割合が 75％以上または
　　　特定施設入居者生活介護を利用者に直接提供する職員のうち、
　　　勤続年数７年以上の者の占める割合が 30％以上
※前年度（４月から翌年２月）の実績に基づきます。　
但し、開設年度、および前年度実績が６ヶ月に満たない事業所は、直近３ヶ月の実績に基づきます。

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分
１割の場合

（日額） （３０日の場合）
小数第２位まで表示 小数第３位まで表示

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 272.50 27.250 811
サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 218.00 21.800 664
サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 76.30 7.630 222

●入居継続支援加算

入居継続支援加算を算定する場合にあっては、「サービス提供体制強化加算」は適用されません。
・要介護１～５については、介護福祉士の数が、常勤換算方法で、利用者の数が６又はその端数を増すごとに１以
上であり、かつ、以下の（Ⅰ）または（Ⅱ）の基準ほか、厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合には、「入
居継続支援加算」として、次のいずれかの額が加算されます。

（Ⅰ）：たんの吸引等が必要な利用者の占める割合が１５％以上
（Ⅱ）：たんの吸引等が必要な利用者の占める割合が５％以上１５％未満

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分
１割の場合

（日額） （３０日の場合）
小数第２位まで表示 小数第３位まで表示

入居継続支援加算（Ⅰ） 446.90 44.690 1,328
入居継続支援加算（Ⅱ） 272.50 27.250 811

●協力医療機関連携加算

・要支援１～要介護５については、協力医療機関との間で、利用者の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催
している等の厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合には、「協力医療機関連携加算」として、次の額が加算
されます。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
1 割の場合

小数第２位まで表示

協力医療機関連携加算（100 単位/月） 1,231.70 124

協力医療機関連携加算（40 単位/月） 490.50 49

●退院・退所時連携加算

・要介護１～５については、医療機関等を退院して、本施設に入居する等、厚生労働大臣が定める基準を満たして
いる場合には、入居した日から起算して３０日以内の期間について「退院・退所時連携加算」として、次の額が加
算されます。また入居後、３０日を超える医療機関等への入院等の後に再び本施設に入居した場合も同様です。

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分
１割の場合

（日額） （３０日の場合）

小数第２位まで表示 小数第３位まで表示

退院・退所時連携加算 370.60 37.060 1,107

18



●看取り介護加算

・看取り介護加算（Ⅰ）：要介護１～５については、夜間看護体制加算を算定し、厚生労働大臣が定める施設基準を
満たしている事業所において、次のイからハまでのいずれにも適合している利用者を対象に、施設において看取り
介護を行った場合には、「看取り介護加算（Ⅰ）」として該当日に応じて次の額が加算されます。
イ　医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。
ロ　医師、看護職員、生活相談員、介護支援専門員その他の職種の者（以下「医師等」という。）が共同で作成した利用
者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者から説明を受け、当該計画について同意してい
る者（その家族等が説明を受けた上で、同意している者を含む。）であること。
ハ　看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連携の下、介護記録等
利用者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受け、同意した上で介護を受けている者（その家族等が説
明を受け、同意した上で介護を受けている者を含む。）であること。

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分（日額）
１割の場合

小数第２位まで表示 小数第３位まで表示
死亡日以前 31 日以上 45 日以下 882.90 88.290
死亡日以前 4 日以上 30 日以下 1,765.80 176.580
死亡日の前日および前々日 8,360.30 836.030
死亡日 15,739.60 1,573.960

・看取り介護加算（Ⅱ）：要介護１～５については、看取り介護加算（Ⅰ）の基準を満たし、看取り介護加算を算定
する期間において、夜勤又は宿直を行う看護職員が配置されている場合には、 「看取り介護加算（Ⅱ）」として該
当日に応じて次の額が加算されます。

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分（日額）
１割の場合

小数第２位まで表示 小数第３位まで表示
死亡日以前 31 日以上 45 日以下 7,030.50 703.050
死亡日以前 4 日以上 30 日以下 7,913.40 791.340
死亡日の前日および前々日 14,507.90 1,450.790
死亡日 21,887.20 2,188.720

＊本施設においては、利用者・家族の状況および本施設・かかりつけ医療機関等の体制を考慮の上、看取り対応の
可否を個別に判断します。したがいまして、看取りの対応に関しましては、利用者および保証人の意向に添えない
場合があります。また、上記の条件を満たした上で本施設において看取りを行う場合であって、かつ看取り介護加
算を算定する場合には、本施設は、あらかじめ利用者および保証人に対して説明します。

●ADL 維持等加算

・厚生労働大臣の定める期間において、利用者の ADL を評価した値が一定の値を超えているほか、厚生労働大臣が
定める基準等を満たした場合、要件をみたす要介護１～５の利用者については、「ADL 維持等加算」として、次の
いずれかの額が加算されます。
※加算の算定は、評価対象期間の満了日が属する月の翌月から 12 月以内の期間に限られます。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
1 割の場合

小数第２位まで表示

ADL 維持等加算（Ⅰ） 370.60 37

ADL 維持等加算（Ⅱ） 741.20 75

●科学的介護推進体制加算

・要支援１～要介護５については、利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の
心身の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に提出し、必要に応じて特定施設サービス計画を見直すなど、サー
ビスの提供にあたって、これらの情報を活用している場合には、「科学的介護推進体制加算」として、次の額が加算
されます。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
1 割の場合

小数第２位まで表示

科学的介護推進体制加算 490.50 49

●口腔・栄養スクリーニング加算

・要支援１～要介護５については、厚生労働大臣が定める基準に適合する従業者が、利用開始時及び利用中６月ご
とに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、「口腔・栄養スクリ
ーニング加算」として、次の額が加算されます。
※ただし、加算の算定は６月に１回を限度とします。

介護保険給付費
（１回）

【参考】介護保険の自己負担分（１回）
1 割の場合

小数第２位まで表示

口腔・栄養スクリーニング加算 250.70 25
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●退居時情報提供加算

・要支援１～要介護５については、利用者が医療機関への入院により退居した際、生活支援上の留意点等の情報を
提供したうえで、当該利用者の紹介を行った場合等の厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合には、「退居時
情報提供加算」として、次の額が加算されます。

介護保険給付費
（１回）

【参考】介護保険の自己負担分（１回）
1 割の場合

小数第２位まで表示

退居時情報提供加算 3,073.80 308

●高齢者施設等感染対策向上加算

・要支援１～要介護５については、感染者の対応を行う医療機関との連携体制を構築している等の厚生労働大臣が
定める基準を満たしている場合には、「高齢者施設等感染対策向上加算」として、次の額が加算されます。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
1 割の場合

小数第２位まで表示

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 119.90 12

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） 65.40 7

●新興感染症等施設療養費

・要支援１～要介護５については、新興感染症のパンデミック発生時等において、必要な感染対策や医療機関との
連携体制を確保した上で感染した利用者を施設内で療養を行う等の厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合
には、「新興感染症等施設療養費」として、次の額が加算されます。

介護保険給付費
（日額）

【参考】介護保険の自己負担分（日額）
１割の場合

小数第２位まで表示 小数第３位まで表示
新興感染症等施設療養費 2,953.90 295.390

●生産性向上推進体制加算

・要支援１～要介護５については、ICT 等のテクノロジーを導入し、業務改善の取組による効果を示すデータの提
供を行う等の厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合には、「生産性向上推進体制加算」として、次の額が加
算されます。

介護保険給付費
（月額）

【参考】介護保険の自己負担分（月額）
1 割の場合

小数第２位まで表示

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 1,231.70 124

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 119.90 12

利用者の個別的な選択による生活支援サービス利用料
一部有料（サービスごとの料金は「介護サービス等
の一覧表・有料サービス一覧表」の通り）

料金改定の手続

・月額施設利用料および有料サービスの単価については、消費者物価指数及び人件費、また諸種の経済状況の変
化などを勘案し、事業の安定的継続の視点から、運営懇談会の意見を聞いて、改定する場合があります。
・介護保険給付費については、介護保険の介護給付基準が変更される場合には、それに応じて変動します。
・上乗せ介護費用／自立者生活支援費用については、消費者物価指数および人件費、また諸種の経済状況の変化
や介護保険制度の改正などを勘案し、事業の安定的継続の視点から、運営懇談会の意見を聞いて、改定する場合
があります。
・入居金、敷金、家賃相当額および介護保険給付費は消費税非課税です。それ以外の費用には消費税が課税され
ます。消費税率が改定になった場合は、改定の内容及び法令等の定めにしたがい、利用料も変更になります。

【料金プランの一例】

プランの名称 A1 タイプ入居金型契約_基本　(75 歳以上 91 歳未満、要支援、要介護の方の場合)

単位：円

入居準備費用 敷金 前払金 月額利用料

0 0 31,800,000 327,250

※利用者の個別的な選択による生活支援サービス利用料及び介護保険サービスの自己負担額は含まない。
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７　入居希望者等への事前の情報開示

入 居 契 約 書 の 雛 形
入居希望者に交付

（交付希望者のみ）
財 務 諸 表 の 要 旨

入居希望者に交付
（交付希望者のみ）

管 理 規 程
入居希望者に交付

（交付希望者のみ）
財 務 諸 表 の 原 本 公開していない

事 業 収 支 計 画 書 公開していない そ の 他 開 示 情 報 なし

添付書類： 東京都有料老人ホーム設置運営指導指針との適合表
介護サービス等の一覧表・有料サービス一覧表

重要事項説明書及び一覧表・適合表の各項目について
説明を受け、理解しました。

年 月 日

利用者署名①　　　　　　　　　　　　　　　　 印

利用者署名②　　　　　　　　　　　　　　　　 印

保証人署名　　　　　　　　　　　　　　　　　 印

説明年月日

年 月 日

説明者職・氏名

職

氏名 印
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基準日：2025 年 07 月 01 日

施設名：アリア護国寺

東京都有料老人ホーム設置運営指導指針との適合表

指針項目 該当に○ 備考

安定的・継続的な居住の確保のための項目

1
有料老人ホーム事業の継続を制限する恐れのあ
る抵当権が設定されていないか。

○

適
合

・
不
適
合

2
借地・借家の場合、入居者の居住の継続を確実
なものとするため、指針４（３）から（５）ま
でに定めるすべての要件を満たしているか。

○

適
合

・
不
適
合

・
非
該
当

緊急時の安全確保のための項目

3
有料老人ホーム（児童福祉施設等）の建物とし
て建築基準法第７条第５項に規定する検査済証
が交付されているか。

○

適
合

・
不
適
合

4 耐火建築物又は準耐火建築物であるか。

○

適
合

・
不
適
合

5
各居室・各トイレ・浴室・脱衣室のすべてにナ
ースコール等緊急呼出装置を設置しているか。

○

適
合

・
不
適
合

6

【収容人員（従業員含む。）10 人以上の施設】 ○
消防署に届け出た消防計画に基づき避難訓練を
実施しているか。

適
合

・
不
適
合

・
非
該
当

7
消防法施行令に定める消防用設備（スプリンク
ラー設備等）を設置し、消防機関の検査を受け
ているか。

○

適
合

・
不
適
合

入居者の尊厳を守り、心身の健康を保持するための項目

8 各居室は界壁により区分されているか。

○

適
合

・
不
適
合

9
各居室の入居者１人当たりの面積は壁芯 13 ㎡
以上であるか。

○

適
合

・
不
適
合

10
すべての居室の定員が１人又は２人（配偶者及
び３親等以内の親族を対象）であるか。

○

適
合

・
不
適
合

11
入居時及び定期的に健康診断を受ける機会を提
供しているか。

○

適
合

・
不
適
合

12
緊急時にやむを得ず身体拘束等を行う場合は、
記録を作成することが決められているか。

○

適
合

・
不
適
合

入居者の財産を保全するための項目

13
前払金について、規定された保全措置を講じて
いるか。

○ 保全先：株式会社中国銀行

適
合

・
不
適
合

・
非
該
当

14
前払金について、全額を返還対象としているか。
（初期償却０の場合のみ「適」とする。）

○ 初期償却率: 30%
※指針に適合している支払い方式（月額支払
型方式）もご用意しております。お客様に十
分ご説明の上、ご希望の支払い方式をご選
択いただけます。

適
合

・
不
適
合

・
非
該
当

15

入居した日から３か月以内の契約解除（死亡退
去含む）の場合については、既受領の前払金の
全額（実費を除く。）を利用者に返還することが
定められているか。

○

適
合

・
不
適
合

・
非
該
当

※ 開設日前にあっては見込みで記入し、実際の状況については備考欄に記入すること。

※
不適合の項目については、その具体的な状況、指針適合に向け検討している内容及び改善の期限を原則として明記し、代
替措置がある場合はその内容についても記入すること。


